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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 14,084 △0.8 3,961 7.9 2,404 14.1 884 61.1
22年3月期第2四半期 14,199 0.5 3,669 △1.1 2,107 △10.4 549 80.6

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 5.94 5.25
22年3月期第2四半期 3.69 3.26

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 288,356 60,305 20.7 401.81
22年3月期 303,456 58,764 19.2 392.14

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  59,794百万円 22年3月期  58,359百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 3.00 ― 0.00 3.00
23年3月期 ― 2.00
23年3月期 

（予想）
― 2.00 4.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 28,500 △32.2 7,200 17.2 3,600 24.3 2,000 ― 13.38



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。 
実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は、［添付資料］Ｐ.２「連結業績予想に関する定性的情報」をご参照下さい。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】Ｐ．３「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 149,503,980株 22年3月期  149,503,980株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  689,168株 22年3月期  682,986株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 148,818,112株 22年3月期2Q 148,836,277株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、対外経済環境や企業収益の改善により、自律的回復に向け

た動きもみられるものの、アメリカ・欧州を中心とする海外景気の下振れ懸念や円高の影響、長引く雇用不安によ

り、先行き不透明な状況で推移いたしました。 

 こうした中、不動産業界におきましては、３大都市圏において基準地価の下げ幅が縮小したものの、地方圏では

前年並みの下落率を記録するなど、景気低迷を受けた不動産市況の停滞は依然として続いております。 

 オフィスビル市況におきましては、オフィス縮小の動きは落ち着き、空室在庫の増加傾向は緩やかになってきた

ものの、テナント誘致競争は依然として厳しく、賃料相場は弱含みで推移いたしました。 

 一方、マンションをはじめとした住宅市場におきましては、販売価格の調整や住宅ローン減税などの各種の政策

効果などを背景に在庫調整が進み、回復の兆しが出てまいりました。 

  こうした中、当第２四半期連結累計期間の当社グループの営業収益は、下記のとおりとなりました。 

 賃貸事業のうちビル賃貸事業では、前期実施した所有ビル資産の売却による賃料の減少等により、その収益は86

億45百万円（前年同期比3.1％減）となりました。これに住宅賃貸収益等を含めた本事業の収益は、90億69百万円 

（同3.4％減）となりました。 

  不動産開発事業では、不動産の開発及びマネジメント業務により、その収益は12億67百万円（同2.0％増）とな 

り、これに不動産仲介収益等を加えました本事業の収益は、14億62百万円（同3.3％増）となりました。 

  住宅開発事業では、「グローリオ蘆花公園」（東京都世田谷区）など合計47戸の住宅を販売し、その収益は27億

19百万円（同12.6％増）となり、その他収益を含めた本事業の収益は、27億50百万円（同10.8％増）となりまし

た。 

  その他の事業におきましては、請負工事建物管理事業の収益は5億33百万円（同18.6％減）、介護付有料老人ホ 

ーム事業の収益は2億15百万円（同3.9％増）となり、その他収益を加えました本事業の収益は8億円（同11.8％

減）となりました。 

  これらの結果、営業収益全体では140億84百万円（同0.8％減）、売上原価は81億57百万円（同6.6％減）、販売

費及び一般管理費は19億65百万円（同9.6％増）の計上となりました。この結果、営業利益は39億61百万円（同 

7.9％増）、経常利益は24億4百万円（同14.1％増）となり、四半期純利益は8億84百万円（同61.1％増）の計上 

となりました。 

  なお、当期からセグメント区分を変更しているため、前年同期の実績値については、新セグメントに組み替えて

表示しております。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第２四半期末の総資産は前連結会計年度末に比べて151億円減少し、2,883億56百万円となりました。主な要因

は、社債の償還等による現金及び預金ならびに有価証券の減少であります。 

 負債は、社債の償還等により、前連結会計年度末に比べて166億41百万円減少しております。 

 純資産は、四半期純利益等により前結会計年度末に比べて15億40百万円増加しております。 

 

〈連結キャッシュ・フローの状況〉 

 当第２四半期末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べて112億2百万円減少し、254億7百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益18億2百万円、たな卸資産の減少13億99百万

円等があり、70億65百万円の資金の増加となりました。（前年同期は28億90百万円の増加） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等で、13億30百万円の資金の減少となり

ました。（前年同期は31億46百万円の減少） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による支出等で、168億88百万円の資金の減少となりまし

た。（前年同期は126億15百万円の減少） 

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年４月28日公表の予想を変更しておりません。  

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

 なお、平成22年７月１日付で、連結子会社であるカナル投信株式会社の商号を「平和不動産アセットマネジメン

ト株式会社」に変更しております。  

   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

（簡便な会計処理）  

棚卸資産の評価方法 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） 

税金費用の計算 

 当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。   

   

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 資産除去債務に関する会計基準の適用  

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ17百万円、税金等調整前四半期純利益は1億85百万円減少しており

ます。 

② 企業結合に関する会計基準等の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月

26日）を適用しております。 

   

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。   

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,259 16,066

営業未収入金 639 822

有価証券 13,459 21,554

販売用不動産 17,810 19,708

仕掛販売用不動産 8,198 7,755

その他のたな卸資産 3 3

営業出資 3,755 3,841

その他 4,576 6,209

貸倒引当金 △52 △73

流動資産合計 60,650 75,888

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 80,360 81,497

土地 123,428 121,428

その他（純額） 1,010 1,341

有形固定資産合計 204,799 204,267

無形固定資産   

のれん 167 191

その他 4,663 5,793

無形固定資産合計 4,830 5,984

投資その他の資産   

その他 17,835 17,884

貸倒引当金 △23 △848

投資その他の資産合計 17,812 17,036

固定資産合計 227,443 227,288

繰延資産 262 279

資産合計 288,356 303,456
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 571 1,487

1年内償還予定の社債 1,250 18,250

短期借入金 20,750 28,900

1年内返済予定の長期借入金 20,249 26,438

未払法人税等 709 79

引当金 209 210

その他 2,200 2,251

流動負債合計 45,939 77,616

固定負債   

社債 40,615 39,440

転換社債型新株予約権付社債 20,000 20,000

長期借入金 89,168 75,844

引当金 597 533

資産除去債務 650 －

負ののれん 19 23

その他 31,059 31,234

固定負債合計 182,111 167,075

負債合計 228,050 244,691

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,797 15,797

資本剰余金 14,025 14,025

利益剰余金 15,102 14,263

自己株式 △374 △373

株主資本合計 44,551 43,713

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 357 △200

土地再評価差額金 14,885 14,846

評価・換算差額等合計 15,243 14,645

少数株主持分 511 405

純資産合計 60,305 58,764

負債純資産合計 288,356 303,456
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業収益 14,199 14,084

売上原価 8,736 8,157

売上総利益 5,463 5,926

販売費及び一般管理費 1,793 1,965

営業利益 3,669 3,961

営業外収益   

受取利息 11 13

受取配当金 89 216

その他 20 44

営業外収益合計 121 274

営業外費用   

支払利息 1,590 1,689

その他 93 142

営業外費用合計 1,683 1,831

経常利益 2,107 2,404

特別利益   

貸倒引当金戻入額 2 84

固定資産売却益 4 6

投資有価証券売却益 235 －

その他 11 －

特別利益合計 255 90

特別損失   

固定資産除却損 1,244 8

建物設備解体費 － 90

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 168

投資有価証券評価損 － 425

特別損失合計 1,244 692

税金等調整前四半期純利益 1,118 1,802

法人税等 481 812

少数株主損益調整前四半期純利益 － 990

少数株主利益 87 105

四半期純利益 549 884
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（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業収益 7,283 7,492

売上原価 4,953 4,368

売上総利益 2,329 3,124

販売費及び一般管理費 902 981

営業利益 1,426 2,143

営業外収益   

受取利息 4 6

受取配当金 24 141

その他 18 29

営業外収益合計 47 178

営業外費用   

支払利息 788 826

その他 51 77

営業外費用合計 839 904

経常利益 634 1,417

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 7

固定資産売却益 3 1

投資有価証券売却益 75 －

特別利益合計 79 8

特別損失   

固定資産除却損 0 5

建物設備解体費 － 90

投資有価証券評価損 － 366

特別損失合計 0 463

税金等調整前四半期純利益 713 962

法人税等 286 413

少数株主損益調整前四半期純利益 － 549

少数株主利益 49 97

四半期純利益 377 451
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,118 1,802

減価償却費 2,475 2,535

投資有価証券評価損益（△は益） － 425

固定資産除却損 1,244 8

貸倒引当金の増減額（△は減少） 67 △847

賞与引当金の増減額（△は減少） △25 △13

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 6 12

退職給付引当金の増減額（△は減少） △19 64

受取利息及び受取配当金 △101 △229

支払利息 1,590 1,689

社債発行費償却 29 42

投資有価証券売却損益（△は益） △235 －

固定資産売却損益（△は益） △4 △6

売上債権の増減額（△は増加） 612 1,006

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,322 1,399

営業出資の増減額（△は増加) 401 86

前払費用の増減額（△は増加） △137 △93

未収入金の増減額（△は増加） 8 217

仕入債務の増減額（△は減少） △2,016 △1,321

前受金の増減額（△は減少） 120 △43

未払消費税等の増減額（△は減少） △504 261

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △402 △85

その他 17 141

小計 5,568 7,053

利息及び配当金の受取額 101 230

利息の支払額 △1,611 △1,687

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,167 1,469

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,890 7,065
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △448 300

有価証券の取得による支出 △100 －

有価証券の売却及び償還による収入 124 400

投資有価証券の取得による支出 △124 △681

投資有価証券の売却及び償還による収入 451 0

有形固定資産の取得による支出 △3,129 △1,329

有形固定資産の売却による収入 143 36

無形固定資産の取得による支出 △50 △5

長期前払費用の取得による支出 △37 △23

差入保証金の差入による支出 △26 △85

差入保証金の回収による収入 246 58

その他 △197 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,146 △1,330

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,180 △8,150

長期借入れによる収入 9,000 21,450

長期借入金の返済による支出 △3,595 △14,314

社債の発行による収入 2,000 2,000

社債の償還による支出 △17,385 △14,725

社債の買入消却による支出 △2,702 △3,115

自己株式の取得による支出 △4 △4

配当金の支払額 △891 △1

少数株主への配当金の支払額 △166 －

その他 △51 △26

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,615 △16,888

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △12,872 △11,152

現金及び現金同等物の期首残高 29,055 36,610

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △50

現金及び現金同等物の四半期末残高 16,183 25,407
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該当事項はありません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

（注）１ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1）ビル事業……………建物、設備及び土地の賃貸、管理、運営 

(2）住宅事業……………居住用不動産の開発、販売及び賃貸 

(3）資産開発事業………収益用不動産の開発、資産運用及びマネジメント 

(4）その他の事業………不動産の仲介、建物設備の保守管理・改修請負工事、保険代理店事業、介護

付有料老人ホーム事業 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

 前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

〔海外売上高〕 

 前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

  海外売上高がないため、該当事項はありません。   

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
ビル事業 
(百万円) 

住宅事業
(百万円) 

資産開発
事業 

(百万円) 

その他の
事業 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結
(百万円) 

営業収益               

(1)外部顧客に対する営業

収益 
 4,488  1,562  769  463  7,283 －  7,283

(2)セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
 6  0  40  295  342  (342)  － 

計  4,494  1,562  809  758  7,625  (342)  7,283

営業利益（又は営業損失）  2,130  59  △438  △14  1,736  (310)  1,426

  
ビル事業 
(百万円) 

住宅事業
(百万円) 

資産開発
事業 

(百万円) 

その他の
事業 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結
(百万円) 

営業収益               

(1)外部顧客に対する営業

収益 
 8,983  2,892  1,245  1,078  14,199 －  14,199

(2)セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
 13  0  80  568  663  (663) － 

計  8,996  2,892  1,326  1,647  14,862  (663)  14,199

営業利益（又は営業損失）  4,298  191  △198  △4  4,287  (617)  3,669
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〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

 当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間（自平

成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

  当社は主に不動産の事業形態ごとに、事業本部及びグループを設置し、事業活動を展開しております。 

  したがって、当社は、不動産の事業形態を基礎としたセグメントから構成されており、「賃貸事業」、「不動

産開発事業」、「住宅開発事業」の３つを報告セグメントとしております。 

  「賃貸事業」は、オフィス、証券取引所、商業施設、住宅等の賃貸・管理・運営を行っております。「不動産

開発事業」は、収益用不動産の開発、資産運用及びマネジメント等を行っております。「住宅開発事業」は、居

住用不動産の開発及び販売等を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建物設備の保守管理・改修請負

工事事業、保険代理店事業、介護付有料老人ホーム事業等が含まれております。 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他 
（注） 

合計
賃貸事業

不動産開発
事業 

住宅開発
事業  

計

売上高             

外部顧客への売上高  9,069  1,462  2,750  13,283  800  14,084

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 12  85  －  97  378  476

計  9,082  1,547  2,750  13,380  1,179  14,560

セグメント利益  3,784  710  38  4,533  49  4,582

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他 
（注） 

合計
賃貸事業

不動産開発
事業 

住宅開発
事業  

計

売上高             

外部顧客への売上高  4,530  929  1,624  7,084  408  7,492

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 6  42  －  49  183  232

計  4,537  972  1,624  7,133  591  7,725

セグメント利益  1,810  567  68  2,445  35  2,480
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本店管理部門に係る経費であります。 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報   

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。   

  （単位：百万円）  

利益 金額   

報告セグメント計  4,533

「その他」の区分の利益  49

セグメント間取引消去  49

全社費用（注）  △671

四半期連結損益計算書の営業利益  3,961

  （単位：百万円）  

利益 金額   

報告セグメント計  2,445

「その他」の区分の利益  35

セグメント間取引消去  24

全社費用（注）  △362

四半期連結損益計算書の営業利益  2,143

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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    当社は、株式会社日本エスコンより、東京地方裁判所に売買代金請求訴訟（以下「本訴訟」といいます。）の提

   起を受けましたが、その概要は以下のとおりです。 

  

   ①訴訟を提起した者 

    所在地 東京都千代田区内幸町二丁目2番2号 

    名 称 株式会社日本エスコン 

    代表者 代表取締役 直江啓文 

  

   ②訴訟の提起があった年月日 

    平成22年7月8日 

  

   ③訴訟の内容および請求額 

    当社は、平成20年5月28日付けで、株式会社日本エスコンとの間で大阪市内に所在する土地建物を目的とした信 

   託受益権売買契約（以下「本売買契約」といいます。）を締結しておりましたが、同社は、取引実行の最終期限と

   定められた平成21年3月末日までに取引前提条件を充足しませんでした。その結果、予定されていた取引は実行さ 

   れず、本売買契約は同日をもって当然に終了いたしました。 

    これに対し、同社は、当社が不当に取引を実行しなかったものであるとして、主位的には上記土地建物の売買契

   約が別途成立していたことを理由として、予備的には本売買契約に基づき、それぞれ上記土地建物の所有権移転登

   記並びに引渡または上記土地建物を目的とする信託受益権を譲り受けるのと引換えに、金28億65百万円及びこれに

   対する平成21年4月1日から支払済みまで年6分の割合による金員を支払うよう求めて本訴訟を提起したものです。 

  

   ④会社の意見および今後の見通し 

    当社といたしましては、本訴訟の中で当社の正当性を主張して適切に対応してまいる所存です。 

以 上

  

   

（７）その他注記情報
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